
令和６年１月９日

平素より大変お世話になっております。地元衆議院議員の村井英樹です。事業者の皆様
向けの新たな対策が措置されましたので、お知らせ致します。是非ご活用下さい。

１．【 排出削減設備導入補助金】（埼玉県） ～４
～ 大人気の補助金です。早めの申請がお薦めです！ ～
エアコン・ボイラー・コンプレッサー・変圧器・冷凍冷蔵設備等を、高効率省エネ設

備に更新する場合、 を補助（上限 万円）。蓄電池とセットで太陽光発電設備を導
入する場合も対象。
補助の対象となる事業者は、埼玉県内で 年以上事業活動を営んでいる法人（中小企

業者）及び個人事業主。
申込は電子申請。受付期間は、 ～ で、この期間の申請が予算額を超えた場

合、抽選となります。
（県 ）

２．【カタログ方式 中小企業省力化投資補助事業】（経産省） ５
～「カタログ方式」の簡易な申請手続きで、人手不足解消に効果のある投資を支援 ～
今般の経済対策の目玉事業です。 、ロボット等の人手不足解消に効果がある設備の

導入を支援。対象設備を「カタログ」に分かり易く掲載し、申請手続きを簡素化。補助
率 。（補助額上限は、従業員数 名以下： 万円、従業員数 名： 万円、
従業員数 名以上： 万円）
※ こちらの事業は、カタログに掲載される製品を含め、現在経産省で詳細を詰めて
います。 月頃には詳細な情報が出る見込みです。

３．【年収の壁・支援強化パッケージ】（厚生労働省） ６～７
～パート・アルバイトの方が｢ 万円の壁」｢ 万円の壁｣を意識せず働ける環境に～
パートやアルバイトで働く方が、一定の年収を超えると社会保険料の負担が発生し手

取りが減ることを懸念し、勤務時間の調整をしてしまうことが課題でした。このため、
政府では年収「 万円の壁」「 万円の壁」に対応し、新たな対策を措置しました。
◎「 万円の壁」対応：パートやアルバイトで働く方が、繁忙期に労働時間を延ばす
などして収入が一時的に上がったとしても、事業主がその旨を証明すれば、引き続き
被扶養者認定が可能です。

◎「 万円の壁」対応：パートやアルバイトで働く方の厚生年金や健康保険の加入に
併せて、手取り収入を減らさない企業に対し、一人当たり最大 万円を支援します。
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令和６年１月９日
４．【原材料価格高騰対策支援事業】（埼玉県） ８
～原材料の転換や使用量削減を目指す製造事業者を支援～
原材料の転換や使用量削減のための設備投資・製品開発費用を 補助（上限 万
円）。県が派遣する専門家や、国が認定する「認定支援機関」の助言に基づいて実施する
取組が対象。県の専門家派遣は無料で 回まで受けられます。
専門家派遣は令和 年 月下旬から、補助金は 月上旬から募集を開始する予定。
詳細については、令和 年 月中旬以降に県ホームページに掲載予定。
（県 ）

５．【省エネ補助金】（経産省） ９～
～省エネに関する投資を支援。大企業も対象。～
設備単位の小さな投資から工場単位の大きな投資まで、幅広く省エネの設備投資を補

助。設備単位の小さな投資については、「リスト」に掲載されている高度省エネ設備を導
入する場合に 補助（補助額下限： 万円～上限： 億円）。工場やビル単位の大きな
投資については、一定の省エネ要件を満たす投資を ～ 補助（補助下限： 万円
～補助上限： 億円）。
※ こちらの事業は、リストに掲載される製品を含め、現在経産省で詳細を詰めてい
ます。 月頃までには詳細な情報が出る見込みです。

６．【ものづくり補助金】（経産省） ～生産性向上のための設備投資を支援～
中小企業・小規模事業者が、新たな製品・サービスを開発したり、生産プロセス等の

効率化のための設備投資を行う際に補助。
生産プロセス改善の補助は、 補助、 万円上限。
新製品・サービスの開発は、 補助、 万円上限。

７．【小規模事業者持続化補助金】（経産省） ～小規模事業者の販路開拓を支援～
店舗の改装や、広告掲載、新メニューの開発など、数十万円規模の投資を支援。

補助率 （上限 万円 ※賃上げなどにより上乗せあり）。
月頃には詳細な情報が出る見込みです。

何かございましたらお気軽に村井英樹事務所にご連絡下さい。迅速に対応させて頂きます。
【お問合せ先】
浦和区の方 （担当：相馬 、尾﨑 ）
緑区の方 （担当：石井 ）
見沼区の方 （担当：舟本 ）
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① 設備更新等
条件： 年以上使用している設備の高効率設備＊への更新に限る（照明設備は対象外）

② 再エネ活用設備の導入・更新
条件：再エネ活用設備のうち太陽光発電は蓄電池を併設すること （蓄電池のみの新規設置可）

令和５年度 埼玉県民間事業者ＣＯ 排出削減設備導入補助金
【緊急対策枠】彩の国

埼玉県

エネルギー価格の変動に対応する
中小企業等の体質改善・ＣＯ 削減を応援します！

１．受付方法等
申請受付期間 補助率 補助上限額 対象者決定方法

令和６年 月 日（月）
～ 月 日（水）

（受付時間 時～ 時）
１／２ ００万円

高効率空調設備

太陽光発電設備
＋蓄電池

高効率ボイラー

・申請受付期間中（ 月 日 月 ～ 月 日 水 ）は受付を締め切りません
・受付期間中の申請が予算額を超えた場合は、抽選で対象者及び補欠者を決定します
・予算額に達しなかった場合は、 月１日（木）（ 時～ 時（土日祝日を除く））以降、予算の範囲
内で原則先着順で受付を行います（ただし、予算額を超えた日の申請については、抽選により対象者及
び補欠者を決定します）
・一定数の補欠者が確保できない場合は、補欠者を補充するための受付を行う場合があります
・対象者は県内で事業を行う中小企業等です（詳細は 参照）
・令和４年度募集「埼玉県民間事業者 排出削減設備導入補助金（緊急対策枠）」又は令和５年
度募集「埼玉県民間事業者 排出削減設備導入補助金（通常枠・緊急対策枠）」のいずれかを受給
した方又は受給予定の方は対象外です
・同一の設備で、国等の補助金との併用はできません
・同一事業所で、「埼玉県原材料価格高騰対策支援事業補助金」、「省エネ型施設園芸産地育成緊急対
策事業費補助金」との併用はできません

３．申請にあたっての注意事項

削減を応援します！

省エネ法のトップランナー基準達成率１００％以上の設備

経済産業省所管「省エネルギー投資促進支援事業費補助金 指定設備導入事業」 の対象設備
（ 参照）

１，２以外の設備で一般的な設備と比べ１０％以上の省エネ改善効果が認められるもの

原則、抽選
（「３．申請にあたっての注意事項」参照）

２．対象事業

「高効率設備」：以下の３つのいずれかに該当する設備

【問い合わせ先】 埼玉県環境部温暖化対策課 計画制度・排出量取引担当
埼玉県さいたま市浦和区高砂
電話
※情報は県 で更新していきます。以下の をご確認ください。

（委託先）東武トップツアーズ（株） 電話
※電子申請での受付となります。 が決まり次第、下記
でご案内します（郵送・電子メール・ ・持参は不可）【申請先】 令和 年度 排出削減設備導入補助金事務局
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⚫ 補助金の交付決定前に補助対象事業に着手（工事発注含む）してはならないものとします
⚫ 実績報告書の提出期限は、令和 年 月 日（木）です
⚫ 実績報告までに「埼玉県環境 取組宣言企業」宣言書の提出が必要です
⚫ 実績報告までに施工業者への支払いが必要です（原則、金融機関での振込）

７． 申請書提出にあたって
⚫ 電子申請での受付となります
⚫ 申請には、下記の申請書類の添付が必要となりますので、ご準備ください

※郵送・電子メール・ ・持参での受付は行いません。詳細については、県ホームページをご確認ください

５．事業フロー

申
請
者

県 審 査 交付決定

交付申請 事業着手

確認 補助金
交付

工事完了
実績報告

補助金
受領事業開始

８． 申請書類
⚫ 申請書
⚫ 削減量算定シート
⚫ 見積書（ 者以上）
⚫ 導入機器のカタログ等（設備更新の場合は高効率設備であることが確認できるもの等）
⚫ 図面（全体配置図）
⚫ 登記事項証明書（個人事業主：営業届出済証明書等）
⚫ 法人県民税・法人事業税の滞納がないことの証明書
（個人事業主：個人県民税・個人事業税）

⚫ 決算報告書の写し（損益計算書、貸借対照表、青色申告書等）
※詳細は県ホームページをご確認ください

【期限：令和 年 月 日 木 】

６． 事業実施・実績報告に係る留意事項

４．対象経費

［補助対象経費］
設備費、工事費 ※補助対象経費の合計が 万円以上の事業が対象となります

［補助対象外経費］
能力の増強に係る経費、撤去費、移設費、処分費、通信費、光熱水費、旅費、消費税及び地方消費税 等

※設備更新前後で原則、能力の増強は認められません
※既存設備の撤去に係る費用は補助対象外です
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「106万円の壁」への対応

配偶者手当への対応

「130万円の壁」への対応

残業

【加入前】 【加入後】
（時給1,000円） （時給1,020円）

要 件 1 人 当 た り
助 成 額

①賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 ）

1年目
20万円

②賃金の15％以上を追加支給
（ 社 会 保 険 適 用 促 進 手 当 ）

3年目以降、③の取組

2年目
20万円

③賃金の18％以上を増額
3年目
10万円

週 所 定 労 働
時 間 の 延 ⾧

賃 金 の
増 額

1 人 当 た り
助 成 額

4時間以上 ー

30万円
3時間以上
4時間未満 ５％以上

2時間以上
3時間未満 10％以上

１時間以上
2時間未満 15％以上
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．
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•
補
助
率
：

（
中
小
）

（
大
）

※
先
進
設
備
の
場
合
、

（
中
小
）

（
大
）

•
補
助
上
限
額
：

億
円

※
非
化
石
転
換
の
要
件
満
た
す
場
合
、

億
円

食
料
品
製
造
業
Ａ
社
（
中
小
企
業
、海

水
を原

料
とし
た
塩
を製

造
）

•
従
来
、平

釜
を個

別
に
熱
して

塩
を製

造
して

い
た
とこ
ろ
、連

結
型
の
立
釜
に
更
新
。

•
釜
の
排
熱
を、
他
の
釜
の
熱
源
に
再
利
用
で
きる

よう
、事

業
所
全
体
の
設
備
・設
計
を
見
直
し 。
３
年
で

％
の
省
エ
ネ
を実

現
予
定
。

【平
釜
】

【立
釜
】
※
複
数
の
釜
を
連
結
して
排
熱
再
利
用

※
旧
Ａ
Ｂ
類
型

（
Ⅲ
）

設
備

単
位
型

•
リス
トか

ら選
択
す
る
機
器
へ
の
更
新
を

補
助

•
補
助
率
：

•
補
助
上
限
額
：
１
億
円

【高
効
率
空
調
】

【業
務
用
給
湯
器
】

【産
業
用
モ
ー
タ
】

※
旧
Ｃ
類
型

新
設

【国
庫
債
務
負
担
行
為
要
求
額

億
円
】

※
令
和
５
年
度
補
正
予
算
額
：

億
円
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【
参
考
】
省
エ
ネ
補
助
金
の
類
型

事
業
概
要

補
助
金
限
度
額

【上
限
】３

億
円

（
電
化
の
場
合
５
億
円
）

【下
限
】

万
円

【上
限
】

億
円
年
度

非
化
石
転
換
は

億
円
年
度

【下
限
】

万
円
年
度

※
複
数
年
度
事
業
の
上
限
額
は

億
円
非
化
石
転
換
は

億
円

※
連
携
事
業
や
、先

進
要
件
を満

た
す

複
数
年
度
事
業
の
上
限
額
は

億
円

（
非
化
石
転
換
は

億
円
）

事
業
区
分

化
石
燃
料
か
ら電

気
へ
の
転
換
や
、

よ
り低

炭
素
な
燃
料
へ
の
転
換
等
、

電
化
や
脱
炭
素
目
的
の
燃
料
転

換
を
伴
う設

備
等
の
導
入
を
支
援
。

対
象
設
備
は
（
Ⅲ
）
設
備
単
位
型

で
指
定
され

る
下
記
設
備
の
み
。

①
産
業
用
ヒー
トポ

ンプ
②
業
務
用

ヒー
トポ

ン
プ
③
低
炭
素
工
業
炉
④

高
効
率
コー

ジ
ェネ
レ
ー
シ
ョン

⑤
高

性
能
ボ
イラ

※
R5
補
正
で
新
設

設
備
費

（
電
化
の
場

合
は
付
帯
設

備
も
対
象
）

工
場
・事

業
場
全
体
で
、機

械
設

計
が
伴
う設

備
又
は
事
業
者
の
使

用
目
的
や
用
途
に
合
わ
せ
て
設
計
・

製
造
す
る
設
備
、先

進
型
設
備
等

の
導
入
を
支
援
。

設
備
費 ・

設
計
費 ・

工
事
費

補
助
対
象

経
費

上
記
に
加
え
、「
（
Ⅳ
）
エネ

ル
ギ
ー
需
要
最
適
化
型
」が
あ
り、
各
型
との
組
合
せ
、又

は
、単

体
で
の
使
用
が
可
能

予
め
定
め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率

等
の
基
準
を
満
た
し、
補
助
対
象
設

備
とし
て
登
録
及
び
公
表
した

指
定

設
備
を
導
入
。

【上
限
】１
億
円

【下
限
】

万
円

（
Ⅱ
）

電
化
・脱
炭
素
燃
転
型

主
に
中
小
企
業
の
活
用
を

念
頭
に
、
脱
炭
素
に
つ
な

が
る
電
化
や
燃
料
転
換
を

伴
う
設
備
更
新
を
補
助

（
Ⅰ
）

工
場
・事
業
場
型

生
産
ラ
イ
ン
の
入
れ
替
え

や
集
約
な
ど
、
工
場
・
事

業
場
全
体
で
大
幅
な
省
エ

ネ
化
を
図
る
も
の
を
補
助

※
従
来
の

類
型
（
先
進
事
業
）
と

類
型
（
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
事
業
）

（
Ⅲ
）

設
備
単
位
型

よ
り
中
小
企
業
が
使
い
や

す
い
よ
う
、
リ
ス
ト
か
ら

選
択
す
る
機
器
へ
の
更
新

を
補
助

※
従
来
の

類
型
（
指
定
設
備
導
入
事
業
）

設
備
費

補
助
率

１
／
２

以
内

１
／
２

以
内

（
先
進
型
設
備
等
を
導
入
し、
先
進
要
件
の

い
ず
れ
か
を
満
た
す
場
合
、

２
／
３
以
内
）

１
／
３

以
内

中
小
企
業
等

１
／
３

以
内

（
先
進
型
設
備
等
を
導
入
し、
先
進
要
件
の

い
ず
れ
か
を
満
た
す
場
合
、

１
／
２
以
内
）

大
企
業
・そ
の
他

➡
い
ず
れ
の
類
型
も
、複

数
年
の
投
資
計
画
に
対
応

省
エ
ネ
効
果
の
要
件

電
化
・脱

炭
素
目
的
の
燃
料
転
換

を
伴
うこ
と。

（
ヒー
トポ

ンプ
で
対
応
で
き
る
低
温
域

は
電
化
の
み
）

予
め
定
め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率

等
の
基
準
を
満
た
す
設
備
を
導
入

す
る
こと
。

①
省
エ
ネ
率
＋
非
化
石
割
合
増
加

率
：

％
以
上

②
省
エ
ネ
量
＋
非
化
石
使
用
量
：

以
上

③
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
原
単
位
改
善

率
：

％
以
上

先
進
要
件

①
省
エ
ネ
率
＋
非
化
石
割
合
増
加
率
：

％
以
上

②
省
エ
ネ
量
＋
非
化
石
使
用
量
：

以
上

③
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
原
単
位
改
善
率
：

％
以
上

※
R5
補
正
で
新
設
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